
介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

1446 44 認知症対応型共同
生活介護事業

1 人員 夜間職員の配置 　今回の基準改正により、認知症対応型共同生活介護事業所の夜間及び深夜
の勤務を行う介護従業者について、共同生活住居ごとに必ず１名を配置すること
とされたが、経過措置は設けられないのか。

  今回の基準改正に伴い、平成24年４月１日以降、認知症対応型共同生活介護の夜間及
び深夜の勤務を行う介護従業者について、共同生活住居ごとに必ず１名を配置しなけれ
ばならないこととなるが、経過措置を設けることはしていない。
なお、平成24年４月１日以降、厚生労働大臣が定める夜勤体制の基準＇認知症対応型共
同生活介護事業所の共同生活住居ごとに１以上（を満たさなかった場合は、介護報酬が
減算＇所定単位数の97％（されることとなる。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

29

1447 44 認知症対応型共同
生活介護事業

1 人員 夜間職員の配置 　３つの共同生活住居がある認知症対応型共同生活介護事業所の場合、夜勤
職員を３名配置する必要があるのか。

　３つ以上の共同生活住居がある認知症対応型共同生活介護事業所であっても、各共同
生活住居ごとに夜勤職員の配置が必要であるため、３名の夜勤職員を配置する必要があ
る。
なお、事業所の判断により、人員基準を満たす夜勤職員を配置したうえで、さらに宿直職
員を配置する場合は、「社会福祉施設における宿直勤務の取扱いについて」＇昭和49年8
月20日社施第160号（に準じて適切に行うことが必要である。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

30

1448 44 認知症対応型共同
生活介護事業

4 報酬 短期利用共同生活介護費 　利用者に対し連続して30日を超えて短期利用共同生活介護を行っている場合
において、30日を超える日以降に行った短期利用共同生活介護については、短
期利用共同生活介護費は算定できないが、その連続する期間内に介護予防短
期利用共同生活介護の利用実績がある場合はどのように取り扱うのか。

　当該期間内に介護予防短期利用共同生活介護の利用実績がある場合は、その期間を
含める取扱いとなる。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

31

1449 03 施設サービス共通 4 報酬 口腔機能維持管理加算 　口腔機能維持管理体制加算及び口腔機能維持管理加算における「歯科衛生
士」とは、施設職員に限定されるのか。もしくは、協力歯科医療機関の歯科衛生
士でもよいのか。

　両加算ともに、施設と雇用関係にある歯科衛生士＇常勤、非常勤を問わない（または協力
歯科医療機関に属する歯科衛生士のいずれであっても算定可能である。ただし、算定に
あたっては、協力歯科医療機関等の歯科医師の指示が必要である。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

32

1450 03 施設サービス共通 4 報酬 経口維持加算 　経口維持加算について、著しい摂食・嚥下機能障害を有し、誤嚥が認められる
ものについて、特別な管理が行われた場合には算定できるとのことだが、日数の
制限等はないのか。

著しい摂食機能障害を有する者の算定期間については、継続して経口による食事の摂取
を進めるための特別な栄養管理により、当該入所者が必要な栄養は摂取されており、か
つ、概ね１ 週間以上にわたり著しい摂食機能障害による誤嚥が認められないと医師又は
歯科医師が判断した日までの期間とするが、入所者又はその家族の同意を得た日から起
算して180 日以内の期間に限ることとしている。
誤嚥を防止するための特別な栄養管理が、入所者又はその家族の同意を得た日から起
算して180 日を超えた場合でも、造影撮影＇造影剤使用撮影（又は内視鏡検査＇喉頭ファイ
バースコピー（を再度実施した上で、医師又は歯科医師が特別な栄養管理を引き続き必
要と判断し、かつ、引き続き当該栄養管理を実施することについて利用者又はその家族の
同意を得た場合にあっては、当該加算を算定できることとする。ただし、この場合におい
て、医師又は歯科医師の指示は概ね１月毎に受けるものとする。

※　平成21年Q&A＇vol.2（＇平成21年4月17日（問７は削除する。

＇削除（
次のQ&Aを削除する。
平成17年Q&A＇平成17年9月7日（　問54

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

33

1451 24 介護老人福祉施設 4 報酬 基本施設サービス費 　介護福祉施設サービス費＇Ⅱ（を算定する介護老人福祉施設の多床室につい
て、平成２４年４月１日において「建築中のもの」を含むとあるが、具体的にどの
範囲まで「建築中のもの」として認められるのか。

　平成２４年４月１日において現に基本設計が終了している施設又はこれに準ずると認め
られるものについても、同日において「建築中のもの」として取り扱って差し支えない。な
お、「これに準ずると認められるもの」とは、平成２４年４月１日において現に介護老人福祉
施設の開設者が確定しており、かつ、当該開設者が当該事業の用に供する用地を確保し
ているものであって、平成２４年度中に確実に建物の着工が見込まれる程度に具体的な
構想に至っていると都道府県知事又は市町村長が認めるものをいう。

※　平成24年Q＆A(vol.1)＇平成24年3月16日（問192は削除する。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

34

緊急利用枠以外の空床 緊急利用枠

4/1 4/74/4
算定可能

緊急利用開始日 やむを得ない事情により延長

1/6



介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

緊急利用枠以外の空床 緊急利用枠

4/1 4/74/4
算定可能

緊急利用開始日 やむを得ない事情により延長

1452 25 介護老人保健施設 5 その他 住宅強化型の介護老人保健施
設

　平均在所日数などの算出における「延べ入所者数」については、外泊中の入所
者は含まれるのか。

含まれる。 24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

35

1453 25 介護老人保健施設 5 その他 住宅強化型の介護老人保健施
設

　平均在所日数については、小数点第３位以下は切り上げることとされているが
「在宅において介護を受けることになったものの割合」についても同様と考えてよ
いか。

　「在宅において介護を受けることになったものの割合」、「要介護４及び要介護５の者のし
める割合」などについても、小数点第３位以下を切り上げる。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

36

1454 25 介護老人保健施設 4 報酬 退所後訪問指導加算 　退所後訪問指導を行った者が、当該訪問の日から1月の間に再入所した場合
は、入所前後訪問指導加算を算定できるか。

同一日の訪問について、退所後訪問指導加算と入所前後訪問指導加算の両方を算定す
ることはできない。
また、再入所にあたって再度訪問した場合であっても、退所後訪問指導加算を算定した日
から1月間は入所前後訪問指導加算を算定できない。なお退所前訪問指導加算を算定し
た日から1月間についても同様の取扱いである。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

37

1455 25 介護老人保健施設 4 報酬 退所後訪問指導加算 　入所者が介護老人保健施設を退所した後に、併設する通所リハビリテーション
事業所で通所リハビリテーションを行う場合であって、通所開始前30日以内に当
該入所者の居宅を訪問し、必要な指導を行った場合は、リハビリテーションマネ
ジメント加算の要件を満たすと共に、退所前訪問指導加算又は退所後訪問指導
加算の要件を満たすと考えてよいか。

　入所者が、介護老人保健施設を退所した後に併設する通所リハビリテーション事業所で
通所リハビリテーションを行う場合であって、介護老人保健施設で施設サービス計画を作
成した者と、通所リハビリテーション事業所で通所リハビリテーション計画を作成する者が
密接に連携している場合に限り、リハビリテーションマネジメント加算の算定要件である居
宅の訪問を行う際に退所前又は退所後の療養上の指導を併せて行うことは差し支えな
い。
ただし、当該訪問において、通所リハビリテーション費における訪問指導に係る加算を算
定する場合は、退所前訪問指導加算及び退所後訪問指導加算は算定できない。また、退
所前訪問指導加算又は退所後訪問指導加算を算定する場合は、通所リハビリテーション
費における訪問指導に係る加算は算定できない。

※　平成24年Q＆A(vol.1)＇平成24年3月16日（問211の※は下記に修正する。
※　平成21年Q&A＇vol.1（＇平成21年3月23日（問96及び平成18年Q&A＇vol.3（＇平成18年4
月21日（問12は削除する。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

38

1456 26 介護療養型医療施
設

4 報酬 短期集中リハビリテーション実
施加算

　入退院や転棟を繰り返している場合の短期集中リハビリテーション実施加算の
算定はどうなるのか。

介護療養型医療施設を退院後に同じ介護療養型医療施設に再入院した場合には退院日
から３ヶ月経過していなければ算定できない。なお、別の介護療養型医療施設に入院した
場合は算定できる。
なお、
①　短期集中リハビリテーション実施加算の算定途中に別の医療機関に入院したため、退
院となった後に同じ介護療養型医療施設に再入院した場合、再入院時には、短期集中リ
ハビリテーション実施加算を算定すべきだった３ヶ月の残りの期間については、短期集中リ
ハビリテーション実施加算を再度算定することができる。
②　短期集中リハビリテーション実施加算の算定途中又は終了後３ヶ月に満たない期間に
４週間以上の入院後に同じ介護療養型医療施設に再入院した場合であって、短期集中リ
ハビリテーションの必要性が認められる者に限り、短期集中リハビリテーション実施加算を
再度算定することができる。

※　平成21年Q＆A(vol.1)＇平成21年3月23日（問100は削除する。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

39

緊急利用枠以外の空床 緊急利用枠

4/1 4/74/4
算定可能

緊急利用開始日 やむを得ない事情により延長

2/6



介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

緊急利用枠以外の空床 緊急利用枠

4/1 4/74/4
算定可能

緊急利用開始日 やむを得ない事情により延長

1457 26 介護療養型医療施
設

5 その他 特別養護老人ホームへの転換
＇※今回の報酬改定以外（

　療養病床を有する医療法人が、転換に際して新たに社会福祉法人を立ち上げ
て特別養護老人ホームに転換する場合、基準省令附則第13条に基づく転換に
該当するか。

該当する。 24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

40

1458 01 全サービス共通 4 報酬 介護職員処遇改善加算 　加算算定時に１単位未満の端数が生じた場合、どのように取り扱うのか。また
同様に、利用者負担の１円未満はどのように取り扱うのか。

　通常の介護報酬における単位の計算と同等に、一単位未満の端数を四捨五入し、現行
の他の加算と同様になる。また、利用者負担についても現行の他の加算と同様に、介護職
員処遇改善加算額から保険請求額等を減じた額となる。
※　なお、保険請求額は、１円未満の端数切り捨てにより算定する。

※　平成24年Q＆A(vol.1)＇平成24年3月16日（問248は削除する

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

41

1459 01 全サービス共通 5 その他 食費の設定 　食費の設定は、朝食、昼食、夕食に分けて設定すべきか。また、そのように設
定した場合の補足給付はどのようになるのか。

　食費は利用者と施設の契約により設定するものであり、朝食、昼食、夕食に分けて設定
することも可能である。特にショートステイ＇短期入所生活介護、短期入所療養介護（につ
いては、入所の期間も短いことから、原則として一食ごとに分けて設定する。
　利用者負担第4段階の方について、一食ごとの食費の設定をする場合には、利用者負担
第1段階から第3段階の方についてもー食ごとの食費の設定になるものと考えるが、その
際の補足給付の取扱いについては、一日の食費の合計額について、補足給付の「負担限
度額」に達するまでは補足給付は行われず、「負担限度額」を超える額について補足給付
が行われることとなる。
　具体的には、例えば、朝食400円、昼食450円、夕食530円と設定した場合、利用者負担
第3段階の方であれば、食費の「負担限度額」は650円であるので、朝食のみ＇400円（の場
合は補足給付は行われず、朝食と昼食＇850円（の場合であれば「負担限度額」との差額
200円が補足給付として支給される。

※　平成17年10月Q＆A＇平成17年9月7日（問47は削除する。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

42

1460 01 全サービス共通 5 その他 一部ユニット型施設における入
所者数等の算定

　一部ユニット型施設・事業所について、当該施設・事業所のユニット型部分とユ
ニット型以外の部分をそれぞれ別施設・事業所として指定した場合、人員配置を
算定する際の入所者数・利用者数の「前年度の平均値」はどのように算出するの
か。

別施設・事業所として指定等した当該年度については、双方の施設・事業所を一体として
前年度の実績に基づき入所者数・利用者数の「前年度の平均値」を算出する。
翌年度については、別施設・事業所として指定等した以後の実績に基づいて、それぞれの
入所者数・利用者数の「前年度の平均値」を算出する。ただし、看護職員の数の算定根拠
となる入所者数・利用者数の「前年度の平均値」については、翌年度以降についても、双
方の施設・事業所を一体として算出することとして差し支えない。

※　平成23年Q＆A「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等
の一部を改正する省令の施行に伴う指定、介護報酬等の取扱いについて＇疑義解釈（」
＇平成23年9月10日（問10は削除する。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇Vol.2（
＇平成24 年3 月30 日（」の
送付について

43

1461 13 訪問看護事業 4 報酬 理学療法士等による訪問看護 複数の事業所の理学療法士等が１人の利用者に対して訪問看護を1 日に合計し
て３回以上行った場合は、それぞれ90/100 に相当する単位数を算定するのか。

それぞれ90/100 に相当する単位数を算定する。 24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

1

1462 13 訪問看護事業 4 報酬 複数名による訪問看護 理学療法士等が看護師等と一緒に利用者宅を訪問しサービスを提供した場合
に、基本サービス費はいずれの職種の報酬を算定するのか。
この場合、同時に複数名の看護師等が訪問看護を行った場合に係る加算を算定
することは可能か。

基本サービス費は、主に訪問看護を提供するいずれかの職種に係る報酬を算定する。
また、同時に複数名が訪問看護を行った場合に係る加算の算定は可能である。なお、理
学療法士等が主に訪問看護を行っている場合であっても、訪問看護の提供回数ではなく、
複数名での訪問看護の提供時間に応じて加算を算定する。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

2

緊急利用枠以外の空床 緊急利用枠

4/1 4/74/4
算定可能

緊急利用開始日 やむを得ない事情により延長

3/6



介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

緊急利用枠以外の空床 緊急利用枠

4/1 4/74/4
算定可能

緊急利用開始日 やむを得ない事情により延長

1463 13 訪問看護事業 4 報酬 特別管理加算 今回の改定において特別管理加算の対象者から、ドレーンチューブを使用してい
る状態が削除されているが、ドレーンチューブを使用している状態にある利用者
に訪問看護を行った場合に特別管理加算は算定できなくなったのか。

ドレーンチューブを使用している状態にある者は、留置カテーテルを使用している状態にあ
る者に含まれるため、特別管理加算＇Ⅰ（を算定することが可能である。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

3

1464 13 訪問看護事業 4 報酬 特別管理加算 経管栄養や中心静脈栄養の状態にある利用者については特別管理加算＇Ⅰ（と
特別管理加算＇Ⅱ（のどちらを算定するのか。

経管栄養や中心静脈栄養の状態にある利用者は留置カテーテルを使用している状態に
ある者であるため、特別管理加算＇Ⅰ（を算定する。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

4

1465 15 居宅療養管理
指導事業

4 報酬 同一建物居住者 同一日に、同一の集合住宅等に居住する2 人の利用者に対し、居宅療養管理指
導事業所の医師が訪問し、居宅療養管理指導を行う際に、1 人が要介護者で、
もう1 人が要支援者である場合は、同一建物居住者の居宅療養管理指導費又
は介護予防居宅療養管理指導費を算定するのか。

要介護者は同一建物居住者に係る居宅療養管理指導費を、要支援者は同一建物居住者
に係る介護予防居宅療養管理指導費を算定する。
なお、他の職種についても同様の取扱いとなる。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

5

1466 18 短期入所生活
介護事業

4 報酬 緊急短期入所受入加算 緊急利用者が、やむを得ない事情により利用期間が延長となった結果、当該延
長期間中、緊急利用枠以外の空床がなく緊急利用枠を利用した場合、緊急短期
入所受入加算の算定は可能か。

可能である。ただし、緊急の利用として指定短期入所生活介護を行った日から起算して7
日以内に限り算定を可能とする。
なお、この取扱いは、やむを得ない事情により利用期間が延長になった場合にのみ適用さ
れるものであり、事業所内の調整により緊急利用者を緊急利用枠に移動させても加算の
対象にはならない。
＇例（
・ 緊急の利用者が4/1 に緊急利用枠以外の空床に入所＇当初は4/3 まで利用する予定で
あり、4/4 以降は当該ベッドは埋まっている。（
・ やむを得ない事情により4/7 まで延長利用が決定したが、4/4 以降は緊急利用枠しか空
きがないため、緊急利用枠を利用。
・ 緊急短期入所受入加算の算定は「指定短期入所生活介護を行った日から起算して7 日
以内」であることから、4/1 から起算して7 日以内である4/7 までのうち、緊急利用枠を利
用した4/4～4/7 について、緊急短期入所受入加算の算定が可能となる。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

6

1467 23 居宅介護支援
事業

4 報酬 退院・退所加算 転院・転所前の医療機関等から提供された情報を居宅サービス計画に反映した
場合、退院・退所加算を算定することは可能か。

可能である。
退院・退所加算は、原則、利用者の状態を適切に把握できる退院・退所前の医療機関等と
の情報共有に対し評価するものであるが、転院・転所前の医療機関等から提供された情
報であっても、居宅サービス計画に反映すべき情報であれば、退院・退所加算を算定する
ことは可能である。
なお、この場合においても、退院・退所前の医療機関等から情報提供を受けていることは
必要である。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

7

1468 23 居宅介護支援
事業

4 報酬 退院・退所加算 4 月に入院し、6 月に退院した利用者で、4 月に1 回、6 月に1 回の計2 回、医療
機関等から必要な情報の提供を受けた場合、退院・退所加算はいつ算定するの
か。

利用者の退院後、6 月にサービスを利用した場合には6 月分を請求する際に、2 回分の加
算を算定することとなる。
なお、当該月にサービスの利用実績がない場合等給付管理票が作成できない場合は、当
該加算のみを算定することはできないため、例えば、6 月末に退院した利用者に、7 月か
ら居宅サービス計画に基づいたサービスを提供しており、入院期間中に2 回情報の提供を
受けた場合は、7 月分を請求する際に、2 回分の加算を算定することが可能である。ただ
し、退院・退所後の円滑なサービス利用につなげていることが必要である。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

8

緊急利用枠以外の空床 緊急利用枠

4/1 4/74/4
算定可能

緊急利用開始日 やむを得ない事情により延長

4/6



介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

緊急利用枠以外の空床 緊急利用枠

4/1 4/74/4
算定可能

緊急利用開始日 やむを得ない事情により延長

1469 40 定期巡回・随時
対応型訪問介護看
護事業

4 報酬 報酬について 訪問看護事業所が、新たに定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携し
て訪問看護を行う場合、連携する定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の
名称等の届出を行い、訪問看護費を算定することとなるが、いつから当該訪問看
護費を算定することができるのか。

都道府県が当該届出を受理した後＇訪問看護事業所が届出の要件を満たしている場合に
限る。（に、利用者が訪問看護の利用を開始した日から算定することが可能である。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

9

1470 47 複合型サービス 4 報酬 事業所が病院又は診療所であ
る場合

介護保険法令には、病院又は診療所において保険医療機関の指定があったとき
には、複合型サービス＇厚生労働省令で定めるものに限る。（の指定があったも
のとみなす旨の規定があるが、今回の訪問看護と小規模多機能型居宅介護の
組合せによる複合型サービスはみなし指定に該当するのか。

今回の訪問看護＇医療系サービス（と小規模多機能型居宅介護＇福祉系サービス（の組合
せによる複合型サービスはみなし指定には該当しない。
なお、当該規定は医療系サービスと医療系サービスによる複合型サービスが創設された
場合に、当該複合型サービスをみなし指定を行う対象とすることを想定している規定であ
る。
＇参考（
複合型サービスは、現在のところ、訪問看護と小規模多機能型居宅介護の組合せによる
サービスのみ規定している。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

10

1471 03 施設サービス共
通

4 報酬 口腔機能維持管理加算 口腔機能維持管理加算は、歯科衛生士による口腔ケアが月４回以上実施されて
いる場合に算定できるが、同一日の午前と午後それぞれ口腔ケアを行った場合
は2 回分の実施とするのか。

同一日の午前と午後それぞれ口腔ケアを行った場合は、1 回分の実施となる。 24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

11

1472 01 全サービス共通 4 報酬 介護職員処遇改善加算 介護報酬総単位数が区分支給限度基準額を超えた場合、介護職員処遇改善加
算はどのように算定するのか。

介護職員処遇改善加算は、サービス別の介護報酬総単位数にサービス別の加算率を乗
じて算出する。
その上で、利用者負担を算出する際には、まず介護報酬総単位数が区分支給限度基準
額を超えているか否かを確認した上で超えている場合には、超過分と当該超過分に係る
加算は保険給付の対象外となる。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

12

1473 01 全サービス共通 4 報酬 介護職員処遇改善加算 複数のサービスを利用し、区分支給限度基準額を超えた場合、どのサービスを
区分支給限度基準額超過の取扱いとするのか。また、それは誰がどのように判
断するのか。

これまでの取扱いと同様に、いずれのサービスを区分支給限度基準額超過の取扱いとし
ても構わない。また、ケアプラン作成時に、ケアマネジャーがどのサービスを区分支給限度
基準額超過とするかについて判断する。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

13

1474 01 全サービス共通 4 報酬 介護職員処遇改善加算 賃金改善実施期間は、加算の算定月数より短くすることは可能か。 加算の算定月数と同じ月数とすること。 24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

14

1475 01 全サービス共通 4 報酬 介護職員処遇改善加算 介護職員処遇改善交付金を受けておらず、平成24 年４月から新規に介護職員
処遇改善加算を算定する事業所について、国保連からの支払いは６月になるの
で、賃金改善実施期間を６月からとすることは可能か。

賃金改善実施期間は原則４月から翌年３月までの１年間とすることとしているが、６月から
の１年間として取扱うことも可能である。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

15

1476 01 全サービス共通 4 報酬 介護職員処遇改善加算 介護職員処遇改善実績報告書の「介護職員処遇改善加算総額」欄には保険請
求分に係る加算総額を記載するのか。

保険請求分に係る加算額＇利用者１割負担分を含む（と区分支給限度基準額を超えた
サービスに係る加算額を合算した額を記載することとし、その内訳が分かるようにするこ
と。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

16

緊急利用枠以外の空床 緊急利用枠

4/1 4/74/4
算定可能

緊急利用開始日 やむを得ない事情により延長

5/6



介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

緊急利用枠以外の空床 緊急利用枠

4/1 4/74/4
算定可能

緊急利用開始日 やむを得ない事情により延長

1477 01 全サービス共通 4 報酬 介護職員処遇改善加算 地域密着型サービスの市町村独自加算については、介護従事者処遇改善加算
の算定における介護報酬総単位数に含めてよいか。

介護報酬総単位数に含める取扱いとなる。 24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ＇vol．3（
＇平成24年4月25日（」の送
付について

17

緊急利用枠以外の空床 緊急利用枠

4/1 4/74/4
算定可能

緊急利用開始日 やむを得ない事情により延長

6/6


